
平成２９年度事業報告

【 総  括 】 

 北海道では北海道知事の公約から「手話言語法」の条例を目指す団体と総合コミュニケーシ

ョン条例を目指す北身協などの団体と幾度も協議をかさねたなかで平成２９年１０月末に高橋

知事へ提言書の提出をして本年３月２０日に議会承認を得るに至りました。 

現在、多種多様なコミュニケーションツールがある中で、手話もワンツールであり、北身協が

受託している要約筆記者養成講座でも全国統一要約筆記者認定試験の合格者は３４名まで

に増加しましたが、未だ絶対数は不足の状況下にあります。 

 この様な状況下で加盟団体のご理解とご協力のもとで、平成２９年度の公益目的支出計画に該

当する奨学金事業(実施事業会計の中の継続事業１)は道新社会福祉振興基金様のご支援を賜り、

平成２９年度は６４名に奨学金を支給でき、福祉総合推進事業(実施事業会計の中の継続事業２)、

その他事業の社会参加推進センター運営事業(その他事業会計１-１)、委託事業(その他事業会

計１-２)を無事に執行することが出来たところであり、中核都市である旭川市からも一部事業の受

託と、政令都市の札幌市からも平成２７年度から引き続き一部事業を受託してまいりました。 

 しかしながら、事業の拡大につれて資金需要の面では、資金繰りの緻密な計画をもって臨んだ

平成２９年度であり、公益目的支出計画でも１０年後の資金不足を考えなければならない一年でし

た。 

【事業の概要】 

１ 協会の適切な運営 

協会の適切な運営を図るため、つぎの会議を開催した。

 (１) 総  会 平成２９年 ６月１１日（日） 道民活動センタービル

 (２) 理 事 会 平成２９年 ５月２５日（木） 道民活動センタービル

(３) 理 事 会 平成２９年 ６月１１日（日） 道民活動センタービル

(３) 理 事 会 平成３０年 １月２９日（月） 道民活動センタービル

(３) 理 事 会 平成３０年 ３月２６日（月） 道民活動センタービル

 (３) 監 事 会 平成２９年 ５月１６日（火） 協会事務室

(３) 理 事 会 平成２９年１０月２７日（金） 協会事務室

 (４) 全道大会推進委員会(被表彰者選考等・大会終了報告) 
平成２９年 ６月２６日（月） 道民活動センタービル

 (５) 組織検討委員会 
 平成２９年 １月２９日（月） 道民活動センタービル

 (６) 加盟団体事務担当者会議 
平成２９年 ７月 ６日（木） 道民活動センタービル

２ 第６６回全道身体障害者福祉大会・石狩大会の開催 

北身協と石狩市身体障害者福祉福祉協会が主催で第６６回全道身体障害者福祉大会・石

狩大会を開催した。

式典のほか障害者福祉をめぐる諸課題の協議を行い大会宣言・大会決議を採択した。 

会長表彰    （自立更生者１３名・援護功労者１８名） 

第１号議案
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   知事表彰    （北海道善行賞６名） 

   日  時    平成２９年１０月２２日（日） 

   会  場    シャトレーゼ ガトーキングダム サッポロホテル 

   参 加 者    ６００名(スタッフ・関係者含む) 

 

３ 組織強化活動 

 (１) 組織検討委員会（再掲） 
  加盟団体とともに北身協が組織として活動するためには財政基盤の強化が最重要で

あり、今後も多角度的な視野で組織運営を目指すことを確認した。 
 (２) 加盟団体事務担当者会議の開催（再掲） 

  業務の円滑な推進を期すとともに平成２８年１２月より始まった要約筆記者派遣事

業の周知をした。 
  また、収益事業の理解と拡大のため、にっしんれん収益事業本社より小林部長を招

いて、収益事業のこれまでの歴史について講話を聴いた。 
  日  時    平成２９年７月６日（木） 
  場  所    道民活動センタービル(７１０研修室) 

 
４ 自主財源の確保 

   組織の充実強化を図るため、自主財源の確保に努めた。 

 (１) にっしんれん収益事業への協力 
  平成３０年度より決算期が１２月決算となるため、平成２９年度は１４ヶ月決算とな

った。 
 (２) 自動販売機収益事業(平成２８年度より１台増設して全３台) 
 

５ 啓発・広報と組織活動 

 (１) 機関誌「北海道身体障害者新聞」の発行 
   協会の事業内容、国・道の施策、各団体の活動等を掲載し、障がい当事者の連帯 
   意識の高揚を図るとともに、広く道民に障がい者に対する理解を深めてもらうこ 
   とをねらいとして機関誌「北海道身体障害者新聞」を発行して会員並びに関係機 
   関、関係団体等へ配布した。 

平成３０年３月現在、毎月２５日・１０,０００部発行 
 (２) ホームページの充実 
   インターネットを活用し、協会の活動内容や最新の情報等をより広く提供すること

を目的とする。同時に平成２４年度から継続して事務局長がホームページの更新に

当たり経費の削減に努めている。 

 [URL]   http://www.hokusinkyo.or.jp   (平成１６年７月１日開設) 
 

６ 他組織との相互協力・連携 

 (１) (社福)日本身体障害者団体連合会(日身連) 
  (ア) 日身連主催会議・研修会への出席 
  ○ 日身連評議員会（評議員 泉  司常務理事）定例会 年２回 
     第１回定例評議員会  平成２９年５月３０日（火）泉常務理事出席 

     第２回定例評議員会  平成３０年３月２７日（火）泉常務理事出席 

  ○ 日本身体障害者福祉大会ぎふ清流大会 
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     日  時  平成２９年５月３０日（火）・３１日（水） 
     場  所  岐阜県岐阜市 
     参 加 者  約２,５００名 
  (イ) 調査・研究等への協力 
  (ウ) ＪＲジパング倶楽部への加入促進、更新手続きを進める。 
     平成２９年３月末日現在加入者数 １００名 
 (２) 東北・北海道ブロック身体障害者団体連絡会団体長等会議 
     参加対象  会長・常務理事 
     日  時  平成２９年６月２２日（木）・２３日（金） 
     場  所  青森県青森市（青森県協会の輪番） 
 (３) ＤＰＩ北海道ブロック会議 
   共通の課題等について共働を進めた。 
 

７ 身体障がい者雇用促進・社会参加支援事業 

  働ける障がい者の雇用を促進し又は社会参加を促進するために加盟団体又は個人が行 

  う事業等に対して、助成金を交付して支援した。 

 (１) 対象事業例 
  ・雇用促進を目的とした研修会、研究集会等 
  ・ハローワーク（職業安定所）との協議会、情報交換等 
  ・企業等訪問活動 
  ・就業のための相談活動 
  ・健康管理、健康増進のための研修会 
  ・スポーツ、運動、レクレーションの活動又は講習会等 
  ・スポーツ、運動に必要な器具の購入 
  ・全道規模の福祉大会及びスポーツ大会への参加支援 
  ・日本身体障害者福祉大会への参加支援 
  ・全道の身体障がい者に加盟団体の周知を図る活動等 
  ・福祉機器、自助具の開発 
  ・その他、障がい者の社会参加に寄与すると認められる事業 
 (２) 参加団体数  延べ１５団体 

 
８ 情報通信技術講習会開催事業の実施 

 情報通信技術習得の場を得ることが難しい障がい者を対象とした初心者向けパソコン 

 教室を開催するなどパソコンを活用することで、障がい者の社会参加推進に役立つこ 

 とを目的として実施した。 

 (１) パソコン教室の開催 

   日  時 平成２９年７月～平成２９年１０月（各会場 ３日間） 
   場  所 ７月 岩見沢市（述べ 23 名）８月 石狩市（述べ 18 名） 
        ８月 滝川市（述べ 21 名） ９月 砂川市（述べ 12 名） 
        ９月 帯広市（述べ 22 名）１０月 登別市（述べ 21 名） 

 (２) パソコンボランティアの派遣事業の実施 
   ボランティアを登録し、要請により派遣する 
   登録者数    １１６人 
   相談受付数    １２件 
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   派遣件数      ０件 
 (３) パソコン貸与事業の実施 

   ノートパソコンを要望に合うようにセッティングして貸与する。 
   パソコン所有状況  ノートパソコン１０台 
   貸与実績  ２７件 

 
９ 北海道障害者社会参加推進センターの運営 

  地域における障がい者の自立生活と社会参加を推進することを目的としてセンターを 

  運営する。 

 (１) センターの適正且つ円滑な運営を図るため、次の協議会を置く 
    北海道障害者社会参加推進協議会（会 長 堂 前 文 男  委員数１７人） 
     身体障害者部会       （部会長 吉 澤  季 孝  委員数１０人） 
     知的障害者部会       （部会長 白 戸 一 秀  委員数 ８人） 
     精神障害者部会       （部会長 竹 下 信 昭  委員数 ７人） 
     総 会の開催   平成３０年２月２１日 
 (２) 「障害者社会参加総合推進事業」の実施（受託事業） 
  ○ 「障害者１１０番」運営事業 
     協会内に常設    〔電 話 ０１１－２５２－１２３３〕 
               〔ＦＡＸ ０１１－２５２－１２３５〕 
     弁護士２名委嘱 
     広報資料の作成・配付（リーフレット） 
     地方における法律無料相談を実施させるため、弁護士による巡回相談を道内１ 
     箇所（石狩市）で実施した。 
  ○ 生活訓練事業 
    実施団体 北身協加盟団体 ８団体(９事業)  他障害者団体 ６団体(７事業) 
  ○ 要約筆記者養成・派遣事業 
    日  時 平成２８年９月９日～１２月９日（全７日間／４２時間） 
    場  所 道民活動センタービル 
    受 講 者 ８名 
    派遣回数 ３３回 
  ○ 盲ろう者通訳・介助員派遣事業 
    重度の盲ろう者のコミュニケーション及び移動等の支援を行う通訳・介助員を派 
    遣しその自立と社会参加の推進を図った。 
    また、通訳・介助員の現任研修を行った。 
    通訳・介助員の派遣 
    登録利用者     ５名(北海道・函館) 
    登録通訳介助員  ９７名 
    派遣回数     ７０回(北海道) 
    養成研修 平成２９年９月２３日～１１月１９日（７日間／４２時間） 
    場  所 道民活動センタービル 
    修 了 者 １１名(北海道・札幌) 
 

 

10 奨学金事業の推進「奨学金管理運営委員会」による運営 
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  平成２７年度より北海道ろうあ者奨学金と北海道明星奨学金は新コスモス奨学金に統 

  合した。 

  北海道新聞社会福祉振興基金からの助成金による奨学金を給付し、修学意欲の向上を 

  図った。 

 (１) 道新コスモス奨学金    奨学生 ６４名   奨学金年額 ６万円 

 

11 障がい者スポーツ大会への後援  [(公財)北海道障害者スポーツ協会他主催] 

 (１) 後援依頼のあった団体には全て名義後援を行った。 
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